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３ 岡山市の普通会計財務書類４表

（１）普通会計貸借対照表（バランスシート）

①貸借対照表（バランスシート）

貸借対照表（バランスシート）は、年度末における

資産＝将来の世代に引継ぐ社会資本、債務返済の財源等

負債＝将来の世代の負担となる債務

純資産＝これまでの世代の負担

とを対比させて表示させたものです。

（ ）岡山市の貸借対照表 平成22年3月31日現在（ ） 単位：億円

区 分 H21.3.31 H22.3.31 増減額

１．公共資産

８，３８３ ８，３２７ △５６( )有形固定資産1
８ ５ △３( )売却可能資産2

２．投資等資

３２２ ２９６ △２６( )投資及び出資金1
３７ ３５ △２( )貸付金2

１２２ １２０ △２( )基金等3
８３ ８３ ０産 ( )長期延滞債権4

３．流動資産

１１９ １４６ ２７( )資金1
２２ ２２ ０( )未収金2

９，０９６ ９，０３４ △６２資産合計

１．固定負債

２，６５５ ２，５３３ △１２２( )地方債1
４２０ ３９４ △２６( )退職手当引当金2

１１ １０ △１負 ( )その他3

２．流動負債債

３２６ ３２２ △４・ ( )翌年度償還予定地方債1
６６ ７６ １０純 ( )その他2

３，４７８ ３，３３５ △１４３資 負債

１，０５３ １，０３９ △１４産 １．国県補助金

４，５６５ ４，６６０ ９５２．一般財源 等

５，６１８ ５，６９９ ８１純資産

９，０９６ ９，０３４ △６２負債及び純資産合計

本市において、平成 年度末の資産総額は になっています。この21 ９，０３４億円

資産に対する負債（将来世代の負担）は 、純資産（これまでの世代３，３３５億円

の負担）は となっています。また、資産全体に対する負債の割合は５，６９９億円

となっています。総資産に対する負債の割合は、今後返済する必要があ３６．９％

る資金により形成された資産の割合を示しており、財政の健全性の観点からも数値

は低いほうが良いと考えられています。
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②政令指定都市の中では高い負債の割合

平成21年度末で住民1人当たりの資産と負債について、政令指定都市と比べてみ

（※各市の公表資料及び住民基本台帳人口により算出）ました。

【 】岡山市の住民1人当たりの負債、純資産、資産
・負債 万円、純資産 万円、資産 万円。48 83 131
・負債の額は、政令指定都市の平均 万円より少ない。80
・しかし、資産に占める負債の割合は、平均値よりも上回っている。

これは現有資産における将来の住民負担が他都市と比較して多くなっているこ
とを示している。

・今後も引続き地方債（建設債）等の負債の節減に努める。

注：ランクの作成時点で、資料の公表を行っていない都市は除く

同値の場合は、北に位置する市を上位に表記

市 名 （ 人 ） 市 名
金　額
（万円）

市 名
金　額
（万円）

市 名
金　額
（万円）

市 名 （ ％ ）

1 大 阪 市 2,534,176 神 戸 市 404 さいたま市 40 神 戸 市 308 堺 市 17.1 1

2 札 幌 市 1,891,494 川 崎 市 341 浜 松 市 42 川 崎 市 266 川 崎 市 22.1 2

3 神 戸 市 1,511,351 大 阪 市 338 堺 市 42 堺 市 204 浜 松 市 22.6 3

4 福 岡 市 1,396,789 千 葉 市 322 岡 山 市 48 大 阪 市 202 神 戸 市 23.7 4

5 京 都 市 1,384,896 北 九 州市 302 新 潟 市 56 北 九 州市 198 さいたま市 25.8 5

6 川 崎 市 1,373,851 京 都 市 271 静 岡 市 62 千 葉 市 189 札 幌 市 31.3 6

7 さいたま市 1,209,234 福 岡 市 267 札 幌 市 64 京 都 市 172 静 岡 市 33.6 7

8 広 島 市 1,157,077 広 島 市 254 川 崎 市 75 広 島 市 161 北 九 州市 34.4 8

9 仙 台 市 1,010,256 堺 市 246 仙 台 市 86 福 岡 市 161 京 都 市 36.4 9

10 北 九 州 市 979,233 仙 台 市 217 広 島 市 93 浜 松 市 143 広 島 市 36.7 10

11 千 葉 市 932,421 札 幌 市 205 神 戸 市 96 札 幌 市 141 岡 山 市 36.9 11

12 堺 市 837,680 浜 松 市 185 京 都 市 99 仙 台 市 131 仙 台 市 39.7 12

13 浜 松 市 820,971 静 岡 市 184 北 九 州市 104 静 岡 市 122 福 岡 市 39.9 13

14 新 潟 市 803,421 さいたま市 154 福 岡 市 106 さいたま市 114 新 潟 市 40.1 14

15 静 岡 市 717,578 新 潟 市 139 千 葉 市 133 新 潟 市 83 大 阪 市 40.4 15

16 岡 山 市 688,996 岡 山 市 131 大 阪 市 136 岡 山 市 83 千 葉 市 41.3 16

単純平均 1,203,089 単純平均 248 単純平均 80 単純平均 167 単純平均 32.6

資産に対する
負債の割合

住 民 一 人 当 り の 額

純資産

人口（住基）
Ｈ22.3.31

資　　産 負　　債
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（２）普通会計行政コスト計算書

①行政コスト計算書

行政コスト計算書は、資産の形成にかかるものを除いた 年間の経常的な行政サ1
ービスに伴うコストを経常的な収入（使用料・手数料、負担金等）と対照表示する

一覧表であり、企業会計では損益計算書と言われているものです。

バランスシートが、これまでの行政活動によって形成された土地建物などの資産

とその財源などのストック情報を表しているのに対し、行政コスト計算書は、当該

年度に行った、ごみ収集や福祉サービスの提供といった資産の形成には結びつかな

い行政サービスに係る支出や財源のフローを表したものです。

岡山市の行政コスト計算書

（単位：億円、％）

区 分 平成 年度 割合 平成 年度 割合 増減額20 21

４４１ 23 ４４８ 21 ７人にかかるコスト

人件費、

退職手当引当金繰入額 等経

５４２ 28 ５５５ 26 １３常 物にかかるコスト

物件費、維持補修費、行

減価償却費 等政

８７５ 46 １，０９１ 51 ２１６コ 移転支出的なコスト

社会保障給付費、補助金、ス

他団体への支出 等ト

６５ 3 ６０ 2 △５その他のコスト

支払利息（公債費） 等

１，９２３ 100 ２，１５４ 100 ２３１コ ス ト 合 計 Ａ

６４ 67 ６９ 69 ５経 使用料・手数料

常

３１ 33 ３１ 31 ０収 分担金・負担金寄付金

益

９５ 100 １００ ５収 入 合 計 Ｂ

１，８２８ ２，０５４ ２２６純経常行政コスト（Ａ－Ｂ）

本市において、平成 年度の「経常行政コスト」の総額は 、施設21 ２，１５４億円

の使用などの行政サービスに対する受益者負担である「経常収益」は に１００億円

なっています。なお、地方公共団体が提供する様々な行政サービスに対して、サー

５％程ビスの直接の対価である受益者からの収入（使用料・手数料、負担金等）は

となっており、不足する財源は、市税や国県補助金で補てんしています。度

なお 「移転支出的なコスト」 億円の増は、定額給付金の給付 億円や社会、 216 105
保障給付費の 億円の増などが主な要因です。57
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②岡山市の１人当たりの行政コストは313千円

【 】住民1人当たりの行政コストは政令指定都市の中では？
（平成 年度末）21

・岡山市の行政コストは行財政改革により、政令指定都市の行政コストの平均
千円よりも低い。358

※各市の公表資料（ホームページ・広報誌等）及び住民基本台帳人口により算出

※人にかかるコスト／人件費等 物にかかるコスト／物件費（委託料等）・維持補修費等

移転支出的なコスト／扶助費・補助金・繰出金等 その他のコスト／公債費（利子）・不納欠損額等

】【移転支出的コストは政令指定都市の中では？

・移転支出的なコストは 千円と平均の 千円よりも低い。159 178
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　社会保障給付 　補助金等 　他会計等への支出額 　他団体への公共資産
　整備補助金等
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（３）普通会計純資産変動計算書

純資産変動計算書は、貸借対照表の項目のうち「純資産」が１年間でどのように

増減したかを示した財務書類です。純資産を構成する一般財源等に加え、国県補助

金等についても要因別にどのように増減したかを表しています。

岡山市の純資産変動計算書

自 平成21年4月1日

至 平成22年3月31日

（単位：億円）

純資産 公共資産等整備 公共資産等整備 その他 資産評価

合 計 国県補助金等 一般財源等 一般財源等 差 額

5,618 1,053 5,843 △1,279 1期首純資産残高

△2,054 △2,054純経常行政コスト

一般財源

1,091 1,091地方税

333 333地方交付税

220 220その他行政コスト充当財源

523 26 497補助金等受入

臨時損益

0 0災害復旧事業費

1 1公共資産除売却損益

△34 △34投資損失

0 0損失補償等引当金繰入等

40 45 △5 0科目振替 △

0 0資産評価による変動額

1 1無償受増資産受入

0 0 0その他

5,699 1,039 5,888 △1,230 2期末純資産残高

本市において、平成 年度末の純資産残高は、期首と比べて してお21 ８１億円増加

り、 となっています。５，６９９億円

純経常行政コストに に対して、地方税や地方交付税などの経常的２，０５４億円

な一般財源が 、経常的なコストに対する国県補助金が と１，６４４億円 ４９７億円

なっており、当年度は使用料などの受益者負担以外の経常的な財源で行政サービス

の提供ができています。しかし、地方交付税や国県補助金の動向によっては、財源

不足が発生する可能性もある状態といえるため、今後も引続き健全な財政運営のた

めにも徹底した歳入･歳出の見直しを図り、持続可能な行政サービスが提供できる財

政運営を行っていく必要があります。
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（4）普通会計資金収支計算書

資金収支計算書は 一会計期間における行政活動に伴う現金等の資金の流れを 経、 「

常的収支の部 「公共資産整備収支の部 「投資・財務的収支の部」の三つの活動」、 」、

に分けて表示した財務書類です。現金等の収支の流れを表したものであることから

“キャッシュ・フロー計算書”とも呼ばれます。

「経常的収支の部」は人件費、物件

費、扶助費などの経常的支出とそれ

を賄う市税、地方交付税などの経常

的収入が計上されるもの

「公共資産整備収支の部」は普通建

設事業費と普通建設事業費に対する

特定財源

「投資・財務的収支の部」は投資及

び出資金、貸付金、基金に係る支出

とそれらに対する特定財源や貸付金

元金収入、地方債元金償還額、他会

計に対する公債費財源繰出、公共資

産売却収入など

経常的収支の部における収支剰余６０８億円に対して、公共資産整備収支の部及

び投資・財務的収支の部の収支不足が５９５億円、全体で となって１３億円の黒字

います。

（単位：億円）

人件費 463
物件費 255
扶助費 507
その他支出 480

支 出 小 計 1,705
市税 1,086
地方交付税 333
国庫（県）支出金 489
地方債（建設地方債以外） 72
その他収入 333

収 入 小 計 2,313
経 常 的 収 支 の 部 608

公共資産整備支出 298
支出小計 298

国庫（県）支出金 30
地方債 127
その他収入 6

収 入 小 計 163
公 共 資 産 整 備 収 支 の 部 △ 135

地方債償還額 326
貸付金 3
その他支出 151

支 出 小 計 480
貸付金回収額 5
その他収入 15

収 入 小 計 20
投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部 △ 460

当年度増減額 13

期首歳計現金残高 48

期末歳計現金残高 61

岡山市の資金収支計算書

（自平成21年4月1日　至平成22年3月31日）




